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組織の存続と経営参加

一一一パーナードとアージリス一一ー

浜田照久
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序

経営参加は，最近各国で次第に普及しつつあり，その批判にも拘らず，こ

れからの経営において不可欠のものであるとまでいわれている。周知の様に，

従来経営参加はその多くが産業民主主義(industrialdemocracy)との関連に

おいて主張されて来ており，またそれには様々な参加形態が見られて来てい

る。従って経営参加についての考察は，制度的，社会的側面より行なわれる

ことが多く，それはまた必要なものである。しかし，同時に個々の具体的経

営において参加が考えられる場合には，それぞれの経営の有する内在的要請

が考えられなければならなし、。なぜならば，具体的経営がもってし、る内在的

要請なり行動基準に反した経営参加は，経営自体の破壊を結果することにな

ると考えられるからである。そして，こうした側面よりする研究は，従来か

らの経営参加に関する研究において必ずしも十分であったとはいえないと思
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われる。

本稿は，経営の有する内在的要議と経営参加との関連を，経営を組織経済

の観点から把握したバーナードの理論によって考察し，更にパーナ{ドの理

論を補足する個人の成長の側面からの考察を，アージリスの理論によって見

ていくことを目的としている。

n 最近の各国における経営参加と実証研究については，次を参照。
Bagdom Kavcic， Velike Rus， and Arnolds Tannenbaum，“Control， Participa-

tion， and Effectiveness in Four Yugoslav Industrial Organizations"， Admini-

strative Science Quarterly， Vol. 16， No・1.1971 

Rama Krishnan，“Democratic Participation in Decision Making by Employees 

in American Corporations"， Academy of Management Journal， Vol. 17， No.2， 

1974 

S. M. Klein， J.Luytjes， and D. Schaupp，“Participative Management in the 

United States"， Managenent International ReYiew， Vol. 12， No. 1， 1972 

S. R. Timpe町r1e巴yれ，“Wor汰ke訂rDirectors and Industrial Democracy : British Viewザ"

M. 1. R. Vol. 9， No. 2-3， 1969 

Philip Rosenthal，“Joint Ownership of Employees in Companies"， M. 1. R. 

Vol. 9， No・2-3，1969 

Charles H. Gibson，“Volvo Increases Prbductivity through Job Enrichment'九

California Management Review， Vol. 15， No. 4， 1973 

Heinz Hartmann，“Codetermination in West GermanyぺIndustrialRelations， 
Vo. 9， No. 2， 1970 

Veljko Rus， "Influence Structure in Yugoslav Enterpriseぺ1.R. Vol. 9， 

No. 2， 1970 

Josip Obradovic，“Participation and Work Attitudes in Yugoslaviaぺ1.R. 

Vol. 9 侯No. 2， 1970 

Einar Thorsrud，“Industrial Dem口cracyin Norwayぺ1.R. Vol. 9， No. 2， 

1970 

M. Rosner， B. Kavcic， A. S. Tannenbaum， M. Vianello， and G. Weiser， 

“Worker Participation and Influence. in Five Countriesぺ1.R. Vo. 12， No. 

2， 1973 
。

John R. French， JR.， Joachimisrael and Dagfinn As，“An Experiment on 

Participation in a Norwegian FactoryぺHumanRelations， Vo. 13， No. 1， 
1960 
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Edward恥1arek，“Workers' Participation in Planning and Managemert in 

PolandぺInternationalLabour Review， Vol. 101， 1970 
Heinz Hartmann， 

。fIndustrial Relations， Vol. 13，No. 1， 1975 

Aaron Lowin，“Participative Decision Making : A Model， Literature Critique， 

and Prescri ptions for ResearchぺOrganizationalBehavior and Human Performance， 
Vol. 3， No. 1 1968 

2) 参照

Maul王Mulderand Henk Wilke，“Participation and Power Equalization"， Orga-

nizaticnal Behavior and Human Performance， Vo. 5， No. 5， 1970 

George Strauss and Eliezer Rosenstein，“Workers Participation: A Critical 

Viewぺ1.R. Vol 9， No. 2， 1970 

Mauk Mulder，“Power Equalizatiun through Participation?"， A. S. Q. Vol. 

16， No. 1， 1971 

Reed M. Powell and ]ohn L. Schlacter，“Participative Management→A Panac-

ea?"A. M. J. Vol. 14， No. 2， 1971 

3) 例えば， 1970年9月に開催された1.u. C. (国際経営教育大学コンタクト〉の第
17回年次大会は，経営参加が増加し続けるかどうかということについて，r大会の
一致した意見は，肯定的であった一一成長と変革はそれ自体参加を必要とするで、

あろう」と報告している (E.Edel and B. Rutgers，“Participation-Industrial 

Democracy : Constraints and PossibilitiesぺManagementInternational Review， 
Vol. 11， No. 4 -:-5， 1971)。

4) 労使協議制，共同決定，職務拡大，スキャンロン・プランその他。

参照:]ohannes Schregle，“Forms of Participation in Managementぺ1.R. 

Vol. 9， No. 2， 1970 

E パーナードにおける経営参加

[IJ 組織の貢献者

周知の様にバーナードは，組織を次の様に定義する。「組織とは，意識的に

調整された人間の活動や諸力のシステムと定義される。」この定義から，協働

システムの物的環境，社会的環境，そして人的環境は組織にとって外的地位

に置かれ，組織はあらゆる協働システムに共通する協働システムのー側面と

して把握される。そしてこの組織の存続は，物的，人的，社会的な素材，要

素，諸力からなる環境が不断に変動する中で，複雑な性格の均衡を如何に維
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持するかにかかっている。この為には，組織に内的な諸過程の再調整が必要

である。つまり組織はその定義から，調整された人間活動のみからなるので

あるから，組織が存続していく為には，諸々の環境の変動に応じて，常に活

動が調整されていなくてはならない訳である。そしてパーナードの主たる関

心も，この調整の達成される過程に注がれているといえる。

組織が調整された人間活動のみからなるとすると，その活動を提供する人

聞は，どの様な人々かが問題となる。バーナードは，組織を構成している人々

を次の様に指摘している。「組織を二人あるいはより多数の人々の協働的活

動のシステムと定義するのであるけれども，意味の混乱がない様な所では，

表現の使宜上，人間の集団として組織を述べる慣習に従い，その様な人聞を

“構成員"と呼ぼう。然しながらこの本では通常，より一層の理解と概念的

枠組の一貫性の為“構成員"を“貢献者"に置き換え，組織を構成すあ活動

を“貢献"に置き換えるが，余りすっきりしたやり方ではなし、かもしれない。

しかし“貢献者"には，われわれが普通，組織の“構成員"と呼ぶ人々を含む

が，“貢献者"はより広義の用語であり，他の人々もまた含む。そしてこれ

に対応して“貢献者"は“構成員であること"あるいは“構成員としての活

動"よりもより広義の用語であることが注意されなければならない。」つま

り組織力の証拠である諸々の活動は，すべての貢献活動やエネルギーの受け

取りを含むのであるから，商品を購入する顧客とか消費者，原材料の供給者，

資本を提供する投資家，その他の活動を提供するあらゆる人々が貢献者とし

て考えられるのである。そして組織においては，これら諸々の貢献者の活動

が調整されていなくてはならないのである。この諸々の活動の調整をするの

が，取りも直さず管理者の職能の核心であり，バーナードの最大関心事であ

って，主著の第四音15で取り扱われているところである。

[ 1I ] 組織の調整過程と経営参加

パーナードは，管理者の職能は組織の諸要素一一コミュニケーション・シ

ステム，貢献意欲，共通目的一ーに対応しているとして，次のものを指摘す

る。彼等は，r第ーにコミュニケーション・システムを提供すること，第二に
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なくてはならない努力の確保を促進すること，そして第三に目的を公式化し，

規定するニと」であ、る。管理者のこれらの職能は，単なる有機的全体の要素

であって，これら諸々の要素が生命あるシステムに結合されること一一それ

が組織を形成している一ーが必要である。この結合は，活動への二つの反対

の刺激を含んでいる。第一に管理者の職能の具体的相互作用及び相互適応は，

一部は，組織環境一一全体としての特定の協働システムとその環境一ーの諸

要因によって、決定される。これは論理的分析過程と戦略的要因の識別を含ん

で九、る。つまり前述の管理者の諸々の職能は，それぞれ離れて具体的に存在

するのではなくて，全体としての組織過程の部分あるいは側面であって，管

理者には全体としての組織とそれに関連する組織環境を感得することが必要

とされるのである。第二にこの結合は，活動の生命力一一努力する意思ーー

の維持に等しく依存する。これは道徳的側面，モラールの要素，協働の究極

的な理由である。

ところでノミーナードは，上述の管理過程の本質的側面，全体としての組織

環境を感得すうるということは，r単なる知的方法の能力，そして情況の諸要因
を識別する技術を越えるもので、ある。それに該当する用語は， “感覚" “判

断" “センス" “調和" “パランス" “適切さ"である。それは科学よりも

むしろ芸術の問題であり，論理的であるよりもむしろ審美的で、ぁ2」と指摘
する。そしてこの様な管理過程において考慮されねぽならない要因が，組織

の有効性 (effectiveness)と能率 (efficiency)なのである。この組織の有効

性と能率の両者が確保されているとき，組織は存続する訳であり，管理者に

は組織の有効性と能率を確保することが要請されている。このことが取りも

直さず，前述した組織の調整の過程である。

1 組織の有効性

組織の有効性とは，r環境情況に対して，その目的が適切であることJ，最終
目的が与えられているとすると，r最終日的の達成の為に，全体主しての情況
のもとで選択された手段の適切さに専ら関係している。」従って有効性の程
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度は，目的の達成の程度であって，行なわれた行為及びそれによって得られ

た客観的結果が，個人的動機を満たすのに必要な諸力や物を協働システムの

為に十分確保Lたかどうかである。

更にパーナードは，次の様に指摘する。「組織の生命力は，協{動システムに

諸力を貢献しようとする個人の意欲に依存している。この意欲には，目的が

達成できるとしみ信念が必要である。事実，目的達成の過程においてうまく

し、かないと思われれば，この信念は消失してしまう。かくして有効性がなく

なると貢献意欲は消滅する。」この様に有効性には，目的が達成されるという

信念の要素が必要とされる訳であり，この信念は，公式的にはコミュニケー

ション・システムを通じて，管理者が貢献者に与えるものと解されよう。従

って管理者には，コミュニケーション・システムを提供するとし、う職能があ

るとされる。この様に管理者は，有効性を確保する為に，目的を設定し，コ

ミュニケーション・システムを提供して信念を与え，貢献意欲を確保するこ

とが必要であり，前述の様に管理者の諸職能は，管理過程の側面であって，

有効性の確保には管理者の職能の総てが結合しているのである。

またパーナードは，次の様にも指摘する。 f組織の継続は，その目的を遂行

する組織の能力に依存する。このことは明らかにその活動の適切さと，環境

の諸条件の両方に依存する。換言すれば，有効性は主として技術的過程の事

柄である。Jr各々の技術的過程は，同じ協働システム内で用いられている総
ての他の技術に依存する。一般目的を細部目的に分割することが，これを示

している。細部白的の正確な形は，一般目的とその部分の達成可能な過程と

によって形成されている。」この様に有効性は，技術の問題であり，協働シス

テム全体の有効性にとっては，これらの技術が統合されていることが必要で

ある。この技術的統合(technological integration)は，協働システムの規

模ないし範囲に景品響を与えるという点で非常に重要であり，多くの組織が失

敗するのは，この技術的統合を考慮しないからといえよう。

以上見て来た様に，管理過程を組織の有効性の側面に限っても，それは全

体の統合の過程であり，r局所的な考慮と広範な考慮との間，一般的な要求と
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特殊的な要求との聞に，効果的バランスを発見する過程である。」ところが全

体という観点が常に支配的であるのは，能率一一最後の分析においては，有

効性を含むーーとの関連においてであると，バーナードは指摘する。「現代の

大規模な産業の統合の多くは，経済的考慮は別にして，効果的目的達成の手

段としての技術の全連鎖を統制する必要にあると考えられる。逆に，この問

題を回避することが困難である故に，しばしば非経済的な操業に陥いること

になる。つまり余り規模が大きくなり過ぎれば，伸縮性と適応性が減少し，

非能率が強いられる。」つまり，経済的，技術的，科学的等の特殊的な側面か

らによる統制が支配的である為に，能率が確保されず，組織が存続し得なく

なることがある。この様に総ての要素を調和的に処理しない為に組織の存続

が危うくなるとすれば，全体を感得する技量のある管理者が，修正行動を取

らねばならなし1。かくして管理者には，常に全体を感得する技量，センスと

いったものが必要とされ，能率との関連において有効性は考えられるべきも

のなのである。

2 組織の能率

組織の能率とは， rそのシステムの均衡を維持するのに十分な程，有効な誘
因を提供する組織の能力である。組織の生命力を維持するのは，この意味に

おける能率であって，物質的生産性の能率ではない。」すなわち，組織が提供

し得る物質的利益や社会的利益は，一般に限られていると考えられ，そこで

生産的観点、からの能率も，単に何がどれだけ生産されているかということだ

けでな《て，個人の貢献に対して何がどれだけ与えられているかに依存する

のである。

物質的利益や社会的利益が，もし不適当に分配されれば，ある人には不足

することになる。それ故，能率は一部は協働システムにおける分配過程に依

存しているといえる。更に協働システムが能率的である為には，満足の余剰

を創り出さねばならなし、。なんとなれば，もし貢献者が，自分の投入するも

のを取り戻すだけなら，なんら刺激はない訳でγ その貢献者にとって協働は，
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なんの純満足ももたらさぬこととなる。個人にとって能率とは，満足のh く

交換であるので，かく Lて協働の過程には，満足のL、く交換の過程も含まれ

る。この様に，能率は一方においては，協働が獲得し生産するものに依存す

ると共に，他方においては，彼等を如何に分配し動機を如何に変えるかに

依存するのである。究極のところ，組織の能率とは，組織と個人との聞の相

互交換の問題であり，組織活動を引き出すに十分な程個人の動機を満足させ

て，組織活動の均衡を維持することであって，r組織の生命は，その目的を遂
行するに必要なエネルギーの個人的貢献〈物質ないし貨幣等価物の支配の移

転をも含めて)を確保し，維持する能力にかかっている」のである。

ところでこの様な組織の能率についてパーナードは，組織自体の維持とい

う観点に立つで，組織自体の経済である組織経済の均衡という側面から分析

されうることを示唆している。パーナードは，組織をその機能一一効用の創

造，効用の変形，効用の交換一ーの側面から見ると，組織を中核とした物的

システム，人的システム，社会的システムによって構成されている協働シ久テ

ムには，組織経済 (organizationeconomy)，物的経済 (materialeconomy)， 

社会的経済 (socialeconom y )，人的経済(individualeconomy)の各種の

経済があると指摘する。これらの各経済は，組織経済を中核としたノミランス

の上に成り立っているのである。組織経済は，組織が統制する物財(theph-

ysical ma terial i t con trols)，組織が統制する社会関係 (thesocial relations 

it controls)，組織が調整する個人的活動 (thepersonal acti vi ties i t coordi 

nates)に対して，その組織が与える効用のプーノレ (thepool of the utili ties) 

であり，従って組織の効用は，個人の評価ではなく，組織に独自なものとじ

ての組織の調整行為に基づいた評価であって，物的所有 (physicalpossessi-

ons) ，社会関係 (socialrela tions)，そして個人の貢献 (personalcontribu-

tions)で，何をすることが出来るかということを基礎にして，組織が自ら評

価したものである。それ故，パーナードは次の様に指摘する。「組織経済の均

衡は，種々の効用を十分に支配することそして交換すること (commandancl 

exchange)，それによって組織を構成している個人的尽力 (personalservice) 
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を支配し，交換Lうる様にすることを必要とする。組織はこれらの尽力を使

用することによって，効用の適切な供給を確保し，その効用を貢献者に分配

することによって，貢献者から効用の適切な貢献の継続を得る。これらの貢

献者が，自らの交換における余剰，すなわち純誘因 (netin:du .cement)を要

求する限り組織は自らの経済において，交換，変形そして創造によって効

用の余剰を確保するときのみ，存続することができる。」

以上の考察がら，組織の能率は次の二つの統制から生ずるといえる。「交換

点つまり組織の周辺 (attheperiphery of organi:iation)でのアウトプジ

トとイシプットめ統制，そして組織に内的であり，生産要因で、ある調整である。

交換は，分配要因であり，調整は創造要因である。」前述した様に，組織は確保

した効用を貢献者に分配することによって，貢献者から効用の適切な貢献を

継続して受け取ることが出来るのであるから，組織の能率は，一つは組織と貢

献者との分配に関係するのである。然しながら，バーナードは次の様に指摘

する。「分配的要因においてどんなに能率が得られでも，大抵の場合，協カし

ないで個々に得ることが可能な満足の総計よりもより大きい総計は得られな

いだろう。生存する為には，協働はそれ自体余剰を創造せねばならない。分

配における保守主義の必要は，協働からの余剰が，ほとんどの成功している

組織においても小さく，浪費を許す程十分でなく，こう Lた事実によって組

織が崩壊する可能性に原因があるい従って，貢献者が純誘因を要求する限り，

組織は自らの経済において効用の余剰を確保するときのみ存続することが出

来るといえる訳で，多くの事情のもとで，第二の要因である調整の質が，組

織の存続における決定的要因となるのである。

そしてバーナードは，分配の統制は高度に発展した技術の問題となってい

るが，創造の能率は結果的には技術の発明を含むが，性格としてはもともと

非技術的であると述べ，次の様に指摘する。「必要なことは，全体として物事

を見るセンス (thesense of things as a whol巴)，全体に対する部分の永続的

従属(thepersistent suborclination of parts to the total)，総ての諸要因一一

他の管理職能，技術，説得，誘因，コミュニケーション，分配の能率←ーか
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らの，最も広範な観点に立った，戦略的要因の識別(それ故に有効性をも含む

:筆者加筆;the discrimination from the broadest standpoint of the str-

ategic factors from among all types of factors)である。物的，生物的，経

済的，社会的，個人的そして精神的効用を計る共通の尺度はありえないので，

創造的協働の戦略的要因の決定は，センスの問題であり，釣合い感の問題で

あり，全体に対する異質的な諸部分の重要な関係の問題である。」この様に，

全般的な管理の過程は，その重要な側面において知的なものでなく，それは

審美的，道徳的なものであるといわれ，この管理過程の遂行には，適合性の

センス，適切性のセシスそして責任といった能力が必要とされる訳である。

この点に関しては，管理責任の最高の表現として，管理者による道徳準則の

創造が主張せられていることは，以前に指摘して来たところであり，それは信

念を創造することによって協1動的な個人意思決定を鼓舞するというリーダー

シップの問題であった。従って，組織の存続にとってリーダーシップが重要

な鍵となり，パーナードは， r組織の存続は，リーダーシップの質に依存する。
そしてその質はその基礎にある道徳性の幅 (thebreadth of the morality) 

から生ずるJ，r組織の存続は，組織を支配している道徳性の幅に比例する。
このことは，見通 (foresight)，長期目的(longpurposes)，高い理念 (high

ideals) が協働の持続性にとっての基本であるということである」と指摘す

る。

それ故，組織への貢献者が，その協働的努力を提供する際の満足と犠牲の

主観的な評価は，短期における評価だけではなくて，長期，未来にわたって

の評価であることが注意されねばならなL、。管理者は，貢献者の動機に積極

的に働きかける訳であるが，この際必要とされるのが信念を創り出すという

リーダーシップなのである。貢献者聞にこの信念があればこそ，長期的観点

に立って貢献者は，満足と犠牲を評価することが出来る訳であり，それに基

づいて，継続的努力を提供するのである。

以上述べて来た様に，管理過程においては，組織の有効性と能率の確保が

考膚されなければならず，これは管理者の行為基準であるといえる。組織の
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均衡をその機能的側面から見ると，組織的経済における組織の能率一一有効

性を含むーーの確保の問題としで把握される。それは，個人の動機を満足さ

せて，組織活動の均衡を維持することであり，いかなる組織においても，必

要な貢献を確保し，維持していく為には，誘因と説得が共に必要である。経

営参加は，この様な誘因のーっとして，そして説得の一つの手段を提供する

ものとして，すなわち組織の能率の確保における，戦略的要因として考えられ

る。パーナードは次の様に述べている。「仕事の遂行における広い参加の感

情を満たす機会は，一般的に，そしてしばしば支配的に重要な誘因である。

それはある条件のもとでは，総ての階層の人々に影響を与える。」更に経営参

加を一つの公式的なコミュニケージョンの場を提供するものと考えると，そ

れは組織の能率の確保に必要とされる信念を与える為の一つの手段として把

握される。つまり組織の貢献者は，犠牲と満足との比較考量によって組織に

貢献行為を提供する訳であるが，それは短期だけでなく長期にわたる主観的

比較考量であった。その際，信念とし、う要素が必要であった。この信念を創

造する一つの手段として，参加が考えられるのである。

この経営参加は，組織にとって種々の参加者の見解や'情報の源となり，彼

等を考慮することは組織自体の維持にとって必要である。しかし貢献者達

の単なる見解や情報は，種々の調査を行なうこと等しで情報網を完備するこ

とによって，可成りな程度意思決定に際して考慮することが出来よう。参加

は，それだけでは企業活動を麻痔させる利害の対立を生み出す危険性がある。

それにも拘らず参加が必要とされるのは，参加を用いることによって単なる

貢献者達の見解の考慮だけでなく，組織自体の維持(組織の能率の確保〉に

必要な一一情報網の完備では創造しえない一一信念を創造するのに有効だか

らであり，逆に，参加を用いることによって貢献者聞にそうした信念を創造

しなければならない。これは勿論，管理者の重要な役割である。

バーナードにおいては，経営参加は以上の様に，組織経済の均衡に必要な

組織の能率の確保における戦略的要因として把握されるのであり，従って経

営参加が，当該組織にとって戦略的要因でないとき，それを導入することは
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組織の能率にとって害となつでも有益とはならないであろうし，更にそれに

よって信念を創造することがなければ，組織の能率は確保されず組織は危機

に瀕するであろう。

次に，アージリスの理論により，組織の能率をよりオベレーショナノレなも

のに分析して経営参加が必要とされる情況を考察していくことにする。
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社会的経済は，他の組織と当該組織との関係そLて当該組織と協働的な結ひ、っき

のない個人と当該組織との関係(つまり効用を交換する力〉から成り立ち"その関

係が組織に対して効用を有している。・…・・個人的経済は，一方では個人に闘有な

ものあるいは個人によって創造されるものと考えられている仕事をする為の個人

の力(肉体的行為，注意，思考〉と，他方では(1)4均的な満足，われわれがここで

社会的な満足と呼んでいるその他の満足に対して個人によって定められた効用と

から成り立つ。個人経済は， (1)生理的な欲求， (2)他のもの'との交換， (3)自分自身

の効用の創造，仏)心的状態におけるその他の変化，すなわち物的，社会的効用に

対するその人の価値，あるいは評価の変化によって，常に変化している。……組

織経済は， (1)組織が統制している物財， (2)組織が統制している社会関係， (3)組織

が調整してし、る個人的活動に対しで，当該組織によって付与された効用のプール

である。それは，社会システムとしての組織によって評価された価値のプールで、

ある。それは，比較できない諸要素の相対的効用に関する判断，あるは意思決定

の総計で、ある。...人組織経済が関係している効用はJ伺入の評価ではなくて組織
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整行為ムー組織に特有のものーーに基づいた評価であり，またそうでなければな
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20) ibid.， p. 254 

21) 分配におし、て注意されなければならないことは，自分にはあまり価値がないが受
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建設的関係の永続的な基礎である。従って，相手の人の価値において出来るだけ

少なく与え，出来るだけ多く受け取るという考えは，悪い顧客関係，悪い労働関

係，惑い信用関係，悪い供給関係，惑い技術の原因となる(ibid.，p. 254-255)。
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済学研究，.Vo1， 25，No. 2， 1975 

25)C. 1. Bamard;op. cit.，p. 282 

26) ibid.， T.282 

27) 共通理解の信念，成功の可能性に対ずる信念，鏑人的動機の究緩約書毒廷に対ナる

客観的権威の凝立に対'"tる信念，綴織に参加している個人目的よワ共通庭

的が優先するという億念。

28) 参照:糠村省主主“経済学と人間的視点"桃山学院大学綾済経営論集， Vol. 15， 

No;...I， 1973。同義「混代企業と組織理論』昭46
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3の 能率は貧獄唱をの動機?と関係しているので参加な殿いる場合，実献者の動機に対す
る考慮がさ設要となって来るかξーナードは，欲求(desires)，衝動 (impul悶)，

欲望 (wants)を動機 (motives)と呼んでいる〉。例えばヴルームは，貢献者のパ

…ソナ担テ4の線透によって，参加が効果的である場合もあるしそうでない場合

もあることを示している。彼は;rA雪、思決定における参加の効巣の溺切な理論的説

明は，パーツナリティ変数の影饗カに対する考慮令含めるべきであるJ(p. 327) 

と述べ，参加の効果の大きさは参加者の一定のパーソナりティの俊駕の関数であ

ることを指摘している。つまり，権威主毅えきや独立欲求の奇書い人簡は，切らかに

意思決定における参加の機会によって影響されなく，逆に王子等手主義者や主主食欲求

の強い入間は，参加によって自らの職務に対して，より積綴的態度を発展さ-lt，

成果を増大させることが指摘されている。 VictorH. Vr加工n，“SomePersonality 

D思terminant君。，fthe. Effects of Participation"， Journal of Abnormal and Soci品i

Psycholo紛ら VoL59; 1959 

聾 アージザスにおける経営参加

〔口組織の効率

アージリスは，個人と組織の統合は'悩人が精神的態康 (m叩 talhealth) 

に向かつて努力すること，そして組識がその本震的特性 (essentialprop日rties

of organization)を具現したものに変草していくこと，この両方の変革によ

ってなされると主張している。前となれば，本質的特性を共現している組識

は，成長したパ…ソナ Pティ・モデノレとしての精神的健康の性紫と融合する

からである。

リヨえが考えている組織の本賞的特匙として，次のものを指橋出来る。
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(1) 組織には多くの諸々の部分があり，彼等がパターンをなしている。

(2) このパターンにおいて，総ての部分が相互関連しあい，この相互関連

によって全体が維持されている。従って，全体を一つの部分(あるいは

幾つかの部分〉が，完全に支配したり統制したりすることはなし、。ここ

でいう諸々の部分の相互関連とは，部分同士がお互いに相手に貢献し，

また助力を受けるメカニズムをし、う。

(3) 目的ないし目標の達成。

(4) 諸々の部分並びにその相互関連は，組織内部に影響を及ぼす新しい刺

激に適応する為に変化する。

(5) 組織はそれ自体の独立性を維持する為に，環境に対して十分な支配力

をもっている。

以上のうち，①目的の達成，②内部、ンステムの維持，③外部環境への適応

の三つを特に組織の中核活動 (organizationalcore activities or core acti-

vities)と呼んで、いる。このうち目的の達成の活動とは，組織の諸目的の遂行

に直接つながる様な組織内での総ての行動をし、ぅ。例えば，現実の職務とか，

明確に定められている役割，あるいはそこで用いられている諸手段はもとよ

り，従業員が自分の職務遂行にあたってとって来た非公式な行動等も，その

総てがこれに含まれる。また内部システムの維持活動とは，公式・非公式を

間わず，例えば，予算，各種の刺激制度，規律，雇用，訓練，生産率の決定

等あるいは彼等の諸制度に対する抵抗，破嬢，無関心といった権限行使並び

に統制にあたって問題となる総ての行動を含んだものである。更に外部環境

への適応活動には，市場関係，一般の公衆関係，地域社会との関係，法的及

び対政府関係，そして労使関係における団体交渉等，広汎にわたる各方面と

の関係についての行動の総てを指している。

これらのことから，われわれはアージリスが組織の本質を単にその合理的

側面ばかりでなく，人間的側面をも含んだものとじて捉えていることを知る。

そしてアージリスは，組織の三つの中核活動の一つが欠けても，組織は存続

しえないとしている。つまり組織の本質の考察において，単にその目的達成
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の観点だけに立脚するのでなぐて，同時に内部システムの維持，そLて外部

環境引の適応をも考慮しなければならない訳であり，プージリスは次の様に

主張する。仁組織は，非常に能率的目標達成活動のセットー (aset of very 

efficient goal-achieving activities)をもっているだろう。然Lながら，他の

二つの活動が非能率的である為にその組織は非常な困難に直面するJ，r利j聞
の獲得は，重要な目的として多分受容され続けるだろう。熟慮すべきことは，

その目的に対する他の中核活動の関係と同様に，他のこっの中核活動の見地

で、ある。……人聞のユネノレギーが，組織にと十って依然として重要な資源で‘あ

ると想定すると，われわれは，以下の変化が増々顕著になるだろうと予測す

る。ーまず効率的な組織の諸関係についての諸々の価値は，拡張され，深化さ

れるだろう。諸目的の達成に加えて諸々の価値は，外部環境に適応出来る力

をもった内部システムの発展を含むに至るまで，拡張されるだろう。」ー

、組織においては，この様に三つの中核活動総てが考慮されていなくてはな

らず¥更に組織が維持されていく為には7彼等が効率的水準で、達成される必

要がある占まず、アージリスは，組織の効率 (organizationaleffecti veness) 

を次の様に指摘する。「組織は，千シプットが一定または減少しでも増大する

7ウトャプットを得るか，あるいはインプットが減少しでも一定のアウトプッ

トを得るとき，そして之ラいった行動を継続出来る様なやり方で成就しうる

とき，その効率を増大する。」更にこの定義を，組織の三つの中核活動と関連

ざせて次の様に述べる。「ある組織の効率が増大するにつれて，エネルギーの

イエバプットの増加量を同一に保つかまたは減じながら，その三つの中核活動

を、一定または増加的効率水準で達成することが出来ょう。」

一定または増加的な効率水準で:達成される申核活動とは，例えば組織の目

的達成という中核活動を取り上げ，仮にその目的を靴の製造とすると，その

エ場カミ少量のヰネノレギ¥←のィインプット(人的あるいは非人的)の使用によっ

らて伺数の靴を作るご主が出来るかr あるいはエネ1レギー消費水準を増加する

こ主」なしに同数の靴を、生産出来る=とい5意味であヮ?て，組織の内部シ不テム

の維持活動，"外部環境への適応活動も同様である。
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それ故，全体的な組織の効率に対する基準(criterion)は，三つの効率“得

点"(three effectiveness “scoresつの総計，つまりアウトプ y トあるいは結

果 (pay-:-off)との関連において三つの中核活動を遂行するに要するエネノレギ

ーの程度である。

以上の考察からアージリスにおいては，単に組織の目的達成だけでなく，

内部システムの維持，外部環境への適応とし、う組織の三つの中核活動総てを

強調する点で，人間的側面や非人間的側面が幅広く考慮されており，彼等を

考麗した上での組織の効率の達成が，組織自体の維持・発展に必要であると

されている。このことは，先にわれわれが考察して来たノミーナードの理論を

受け継ぐものといえよう。すなわちバーナードにおいては，組織の能率 F一一

有効性を含むーーの達成が組織の均衡に必要であるとされており jそこでの

能率は，組織の内部・外部の総ての貢献者を対象とした組織行動の概念であ

った。バーナードとアージリスにおいては，用いられる言葉はそれぞれ組織

の能率，組織の効率と異なっているが，それぞれの意図する内容は同じもの

といえる。

ところで組織のインプットとしてアージリスは，特に心理的エネノレギーを

考えている。そこで効率の問題は，仕事に対して利用可能な心理的エネノレギ

ーの量を増大することである。それは非生産的な組織の活動を減少させるこ

とによって，生産的努力に対して心理的エネルギーを解放する様に努めるこ

とである。非生産的な活動を減少する一つの方法は，個々人が心理的成功と

自己責任に対する機会を経験する様な可能性を増大することである。かくし

て心理的成功を経験しうる様な組織を設計するのが，アージリスの意図する

ところである。そしてその様な組織とは，前述した組織の本質的特性を具現

した組織，つまりミッグス・モデノレの各次元において右端に位置する組織で

ある。この組織は精神的健康の概念とも一致し，従って心理的エネノレギーの

発揮が大となり，効率は維持される。

以上の様にアージリスは，組織の効率を分析している訳であるが，他方組

織の効率の問題は，問題解決(意思決定〉過程の効率の側面からもアプロー
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チされぅ2ことを示唆している;すなわちある組織がストレスや非効率の原
因を取り除いていくのは，問題解決過程を通じてもたらされるからであり，

この問題解決過程を効率的にすることが，効率的組織への変革にとって必要

であると主張する。

この問題解決過程を効率的にする条件として次のものを指摘している。

l 問題解決の会議で，各人は次の様に奨励される。

(的 自分の考えや感情に素直であること

(b) 開放的であること (tobe open) 

(c) 試みること (toexperiment) 

(d) 他の人が彼等の考えや感情に素直になる様援助する

(e) 他の人が開放的になる様援助する

(f) 他の人が試みる様援助する

2 集団及び組織は，次の様な諸要因を認める規範が存在する様に開発さ

れる。

(的個性(individuality)

(b) 信用(trust) 

(c) 関心 (concern)

何) 内的コミットメントCinternalcommitment) 

3 そして次の様な諸要因に反対する規範が存在す1る様に開発される。

(司同調 (conformity) 

ω) 敵対性 (antagonism)
(c) 不信用 (mistrust)

4 そしてこれらと反対の諸条件が減少する傾向がある様に開発される。

問題解決(意思決定〉の効率を，次の諸要因一一(1)問題の認識の程度， (2)

適切な代替案を探究する正確性， (3)代替案から予想される結果の正確な決定，

(4)最も満足な代替案の選択一ーの関数とすると 1，2， 3， 4の条件が存

在すれば，各諸要因((1)~(4)) の活動を効率的にすることが出来，従って問

題解決過程は効率的となる。かくして組織の効率は維持され，組織は存続す
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ることになる。

それでは，心理的成功感を得ることが出来る，そして問題解決過程が効率

的となる組織をアージリスは，どの様に考えているかを考察していくことに

する。

c n ] 効果的な組織構造と経営参加
前述した様に，この組織はミックス・モデノレの右端に位置する組織であり，

どの様な組織構造かというと，この構造のもとでは，各個人は等しい権力と

責任 (equalpower and responsi bili ty)を持ち，そしてそれを放棄してはい

けないことになっている，そうし寸組織構造である。但し，全員が彼等の権力

と責任を一人あるいは少数の人々に委譲するという，合意した意思決定があ

る場合は，この限りではなし、。この個人が与えられている権力は，中核活動の

性質に影響を与える(投票あるいは他の妥当な制度を通じての〉権利 (right)

である。

アージリスは，この構造は次の様な意思決定に対して用いられると指摘す

る。「個人の生産性の極大，責任とコミットメント感の極大が望まれている意

思決定(例えば，昇進，給与あるいは部門の生産目標の受容〉に用いられる。

この様な条件のもとで望まれることは，その意思決定の自分の役割を遂行し，

他者に対しても援助し様とする，個人のコミットメントを極大化することで

あるじまた他の例として，次のものが指摘されているi
1 権力，統制，情報の分配，並びに仕事の専門化に重大な影響を与える

意思決定。

2 どの様な構造を用いるか，その時の諸条件を明細にするノレーノレを決定

する意思決定。

アージリスは，この組織構造の実例としてグレーシャー・メタル社の上訴

制度 (appealsystem) を挙げ，次の様に述べている。「グレーシャ一社では，

総てのメンバーは，自分に影響を与えたり，自分が不公平あるいは不正と考

える如何なる管理者の意思決定，あるいは上司の行動，現在の政策と矛盾し

ていることー一一あるいは政策に含まれていないこともー十あるいは会社の最大
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の利益に反することに対して，上訴する権利を有している。上訴の過程1.;1:， 

自分の直属上司に対して始められる。上訴者とその上訴の原因となった意思

決定を行なった土司の両者が，次の段階の管理者に上訴する権利を有する。」

以上見て来た様に，組織の本質的特性を具現した組織構造においては，総

ての人々が等しい権力と責任をもって参加する様になっている。そしてどの

様な参加形態を採用するかは，関係者全員によって決定される訳であり，管

理者や一部の人々によって決定されるのではない。アージリスは，等しい権

力と責任をもった関係者全員の意思決定によらない参加を，見せかけの参加

(pseudo-participa tion)として排除する。従ってピラミッド型の構造も，この

参加の構造のもとで決定されて初めて採用されるべきものなのである。そし

てこの構造において，リーダーシップは重要な役割を果たす。「われわれが示

している組織を再構成するプログラムの誠実性をリーダーの行動に基づいて，

参加者は最初に評価するだろう。もし参加者が彼等のリーダー(彼等同士と

同様〉を信用していないなら，提示される如何なる提案も，その妥当性に拘

らず達成される十分な可能性をもつかどうか疑わしし、。かくして組織のリー

ダーシップは，他の残りの部分 (rest) が確立される基礎となるであろう。

もしりーダーシップが有効的でないなら，他の変革が効率的になる可能性は

疑わしい。」

この様にアージリスも，管理者の行動に対する参加者達の信用を重視する

のである。このことは，効率的組織への変革はまず精神的健康を示す(バー

ナードでいえば，幅広い道徳準則をもった)管理者を必要とすることを意味

しているo アージリスがその後の研究において， トップ・マネジメントと組

織開発 (organizationaldevelopement) との関係に着手しているのも領ける

ところである。

最後に，本質的特性を具現した組織では，基本的に参加体制を用いている

組織であり，またその様な組織は，精神的に健康な人々を必要とすることは

いうまでもなし、。組織に纏わる様々な問題を解決しようとするなら， ミック

ス・モデノレにおいて当該組織の現状の位置，並びに個人の位置のプロフィー
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ルを描いて，両者共により本質に向かつて発展していく必要がある。そして

このことによって，組織の効率は維持され，組織の存続が可能となるのであ

る。

く

く

〈

く

く

1) 参照:拙稿‘ op.cit.， p. 104-105 

2) Chris Argyris， Integrating the Individual and the Organization， 1964， p. 149 

-150.この組織の本質的特性から， ミックス・モデルを作成するo

、 ツ クス・モデノレ

本質的特性から離れる 本質的特性へ向かう

1. 一つの部分(または集団〉が全体 全体はあらゆる部分の相互関係を通じ

を統制する て形成され統制される

2. 諸部分の単純な集まりとして認識 諸部分のパターンとして認識する
〉

する

3. 諸部分に関連した目的の達成 全体に関連した目的の達成
〉

4. 内部志向核活動を左右できない 内部志向核活動に対する思い通切の影
〉

響可能

5. 外部志向核活動を左右できない 外部志向核活動に対する思い通りの影
〉

響可能

6. 核活動の性質は現在によってのみ 核活動の性質は過去現在未来によって
〉

影響を受ける 影響される
く 、〉
精神的に健康な個人とは，自分の自我を知ろうとし，それを受け入れ様と努力

する人間であり，このことは自分が多くの部分から成っておりなるべく多くの部

分を知ろうとする(第二次元)，諸部分は正しく関係づけられているとみることが

出来る(第一次元)， 自分の衝動，目的，行為，思考，感情を統制することが出

来る(第三次元)，必要と思うときに自分の内部及び外部志向活動に影響を及ぼ

すことが出来る(第四・五次元)，過去に関係した目標をもっと同時に長期にわ

たる目標をもっ(第六)ことの出来る人間を意味している。従ってこのミックス

・モデルは，組織と個人のそれぞれの水準において妥当するものといえる(ibirl.， 

p. 162)。理論的には，組織の総ての個人についてプロフィールを描くことが可能

である。実際に，このプロフィールは個人と組織の融合の度合の量的指標として

役立つであろう。また個人のプロフィールは，選択，訓練，人員配置j昇進にお

いて価値ある資料となる (ibid.，p. 165)。
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3) ibid.，p. 123-124 

4i ibid.， p. 124 

5) ibid.， p. 273 

6) ibid.， p. 123 

7) bid.， p. 123 

8) ibid.， p. 123 

経済学研究第25巻第4号

の この様な組織全体の観点からの意味においては，最近は efficiencyよりもむしろ
effectivenessの方が用いられている様である。例えば序の引用(3)の1.U. c.の

報告， p. 141.しかしだからといって，バーナードの理論の価値が低下するもの

ではなし、。重要なのは，その概念である。

10) ibid.， p. 146 

11) 因みにパーナードは，r.組織経済に関する唯一つの分析は，組織行動に関する意思

決定の分析であるJ(C. 1. Barnard， op. cit.， p. 244)と指摘している。

12) ibid.， p. 136 

13) ibid.， p. 139 

14) アージリスは，この妥当性を検証する研究が必要であると指摘している (ibid.， 

P玖 141)。

15) ibid.， p. 210 

16) ibid.， p. 210 

17) ibid.， p. 21 J 

18) ibid.， p. 211 

19) ibid.， p. 213 

20) アージリスは，ピラミッド型の組織構造は次の様な条件のもとで有効であると述

べている (ibid.，p. 198-200)。

1. 時聞が重要性をもっており，部下によって既に受容されている方向に組織を

動かす意思決定の時。例えば，顧客が至急配達する様求めている時，その注文を

承認する意思決定に組織のメンパーが参加じたがるとは思えない。急がないと顧

客は他の組織に行ってしまうかもしれず，こういうことは誰にもわかっているか

らである。また緊急事態の時も同様である。組織のメ γバーなら恐らく，自分達

の組織の存続を重視しているであろう。従って組織の回復と存続カ、i保証されるこ

となら，メンバーは快くこれを受け入れるだろうと思われる。

2. メγパーの間で事前討議が行なわれていて，ピラミッド型構造に任そうとな

っている意思決定(例えば日常定型的な生産命令，命令処理に関する日常的要件，

受渡時期といったことについての間合せ)。これらの意思決定に共通する特徴は，

彼等が容易になされうるものであり，日常定型的であり，創造的努力を必要とせ

ず，挑戦の機会を殆ど提供しないという ζとである。この様た条件のもとで人々
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は，これらの意思決定に加わりたいという強い欲求を感じないだろう。恐らく比

較的自尊心の高い人は，その様な日常定型的な意思決定をしたがらないだろう。

3. 権力，報酬と懲罰，統制，課業の専門化，情報の集中化，分配に重大な影響

を及ぼさない意思決定。

4 影響を受ける人々の数が，一緒になって働く場所や時間に強く関連している

時。例えば，下j曹の従業員の特にアッセンブリー・ラインの従業員は，アッセン

ブリー・ラインに対して彼等の行動を制限されている。そしてどんな小さな誤ち

も全ライ γを容易に止めてしまう。これらの条件下では，管理者は従業員に対す

る監視や統制を強化するであろう。つまり安全時間帯 (safeperiod of time)に，

問題を解決するのにライン権限が必要である。

、5.. 人々が心理的成功を求めず，冷淡で傍観的態度を好み，組織を嫌っている場

合。

21) ibid.， p. 219-220. 7ージリスは，次の様に指摘している。「リーダーシップの

最終的変革は1集団の構成員の資格と構成に関する統制を公式のリーダーと同様

に部下達にも与えることである。構成員としての地位が，常に配慮されている集

団，そして彼等が参加することでなんらかの統制力や影響力をもっ集団を，構成

員達はより高く評価することを研究が証明して来た。この様な段階を導入するこ

とは，リdーダーに対する部下の依存の度合を次第に減少する。このことは， リー

ダー中心， リーダーの好意を得る為の部下問の抗争，そして犠牲者 (scapegoat)

を作り出す傾向の度合を減少するはずである。以上の様な減少は，次に部下が自

分自身をより自由に表現出来る可能性を増大し，彼等の心理的成功感を増大し，

彼等の対人的競争やコンフリクトを減少するはずである。従ってこの様な条件の

もとでは，管理者は以前には時間的に余裕がなくて出来なかった長期的な問題を，

考慮出来る様になるJ(ibid.， p. 217-218)。

22) C. Argyris， Management and Organizational Develepement， 1971. 

N 結

一経営参加は，バーナードにおいては組織の貢献者に信念を創造する一つの

手段として把握され，その限りにおいて参加は必要とされる。しかしそれ

は飽くまでも組織の能率の確保における戦略的要因であって，如何なる情況

においても直接的参加が必要とされるものではなかった。直接的参加制度を

用いるかどうかは，全体情況を加味した管理者の直感につながる問題なので

ある。そこで、更に，どの様な情況で参加が必要とされるか，つまりバーナ{

ド、が直感。の問題と指摘心でれたこ，;..，とに対しで，二何らかのオベレ{沢一ョナリテ
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ィを与える試みをアージリスの主張の内に見い出して来た。そこでは，アー

ジリスの指摘するミックス・モデノレにおいて，個人と組織のプロフィールを

描いてそれぞれの位置を知ることによって，参加を用いるかどうかを判断す

る一つの尺度が与えられた。結局アージリスにおいては， ミックス・モデノレ

の右端に位置する組識において，基本的に全員が等しい権力と責任をもって

参加するシステムであり，またその様な組織は精神的に健康な人聞を必要と

していた。従って，組織だけがし、くら参加体制を採用してもそれを構成して

いる人々が，それに対応する能力を身につけ，成長していなし、なら，参加は

企業活動を麻癖させるだけであり，組織は存続しえないといえる。組織の内

在的要請という観点から参加を考えると，個人も組織もミックス・モデルの

右端に成長していくことが必要であり，そのとき個人と組織は統合され，組

織の効率は維持され，組織は存続していくのである。

1) 例えばアージリスは，次の様に指摘している。「認知的水準 (cognitivelevel)に

おいてうまく行動出来ない人々は，ここに示唆したいくつかの変革を遂行しよう

とするのに困難で、あろう。下層階級の人々やわれわれの社会の文明化されていな

い地域に住んでいる人々は，ここに指摘した枠組みが役立たない様な言語や概念

を学んで来た人々の社会学的な例であろうJ(ibid.， 1964， p. 218)。

2) 組織の効率は，三つの中核活動の遂行に要するインプットとアウトプットの比較

として把握されていたが，われわれは組織の効率をよりオベレーショナノレなもの

として把揮してし、く必要があると考える。それはアージリスが指摘していた三つ

の中核活動をそれぞれ詳細に分類することによって，一つの手掛りが得られるで

あろう。しかしそれぞれの活動には，数多くの変数が含まれており総ての要因を

駆使して組織の効率についてのオベレーショナノレな基準を開発するのは，非常に

困難なことであろう。 Lかしわれわれは，それを試み様とするのである。なぜな

らそのことが，バーナードの組織経済を基盤とした経営学の樹立(真野倫“組織

経済への接近一一パーナード理論の展開 "北大経済学研究， Vol. 21， No. 1， 

1971， p. 6 )に寄与すると考えるからに外ならない。その為には，例えばリッカ

ートが媒介変数(interveningvariable)として指摘したもの(忠誠心，技能，動機

づけ，相互作用，コミュニケーション等)のより綿密なる分析が必要とされるで

あろう。

それと共に，より幅広い意味でのコストのオベレーショナルな定義が必要とさ

れる@これはリッカ{トが指摘した，、人的資産会計 (hurnanassetaccol.1nting) 
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に関する分析である。つまり現在までの様な会計手続は，人間的な次元を考慮に

入れていないので，管理者が人的コストを知覚するのに役立たない。そこで目的

達成活動以外に，内部システムの維持の為のコスト，外部環境に適応するに要す

るコストを評価出来る様な会計システムを開発することが必要である。この様な

会計システムは，三つの中核活動を達成するコストに重大な影響を与えている，

怠業，無関心，相互不信，部門聞の抗争や敵対等のコストを測定する方法を含む

ものである (RensisLikert， New Patterns of Management， 1961， The Human 

白gani回 tion，1967)。




